
【第８章 他自治体との連携、協力等】 
 

条 文 解 説 
第５０条 市民及び市は、市外の人々と交流及び連携を図り、その知恵や意見をまちづくりに活用するよう努める

ものとする。 
【解説】 
まちづくりのさまざまな分野での課題などについて、市外の人々と連携してその意見を取り入れ、解決に向けて

取り組むことを規定しています。 
 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第５０条（他自治

体住民との連携） 
■この条文に特化した取り組みはないが、51 条、52 条

関連や各施策・政策を進める際に行われている。 
また、生駒市自治連合会と奈良市自治連合会との情報交

換を行い、連携を進めていく予定。 

市民・市ともより一層条文の規定どおり進めていく必要

がある。 
特になし ・大学との協定などにより行政では外部の知恵を活

用している。また、シンポジウム、講演会など外部

の知恵を市民に提供する機会も設けられている。 
これに加えて、市民がまちづくり等の活動を行う際

に、個別に学識経験者、有識者、他市で活動されて

いる方々から、アドバイスやサポートを得られる制

度を検討してはどうか。 
 
・現在、生駒市自治連合会は、奈良県自治連合会を

通して情報交換をしているが、今後は更に、近隣の

自治連合会と情報交換し、連携していく必要がある。 
 



【第８章 他自治体との連携、協力等】 
 

条 文 解 説 
第５１条 市は、共通する地域課題の解決や効果的で効率的な行政運営のため、近隣自治体との情報共有と相互理

解の下、連携してまちづくりを推進するものとする。 
【解説】 
市民生活の活動範囲は市域を超えて広がっていることから、広域にまたがって共通するさまざまな分野における

地域課題の解決や効果的で効率的な行政運営を行うため、近隣自治体間での情報共有と相互理解を図り、連携して

まちづくりを推進していこうとする規定です。生駒市では、「奈良県市町村会館管理組合」、「奈良県後期高齢者医療

広域連合」などの一部事務組合等に加入しているのをはじめ、近隣の６市間で災害時における相互応援協定の締結

や第二阪奈有料道路での事故等に対応するため「東大阪市、生駒市及び奈良市消防相互応援協定」を締結していま

す。 
 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第５１条（近隣自

治体との連携） 
■災害時相互応援協定の締結 
近隣の６市（八幡市、京田辺市、交野市、寝屋川市、

枚方市）間での災害相互応援協定を締結している。 

南海トラフ巨大地震等大規模災害時は近隣市町村も被災

し、応援が期待できない可能性がある。 
特になし 
 

・この解説例については、インターネット等で全て

検索出来るようにしておく必要があるし、マスコミ

への情報提供とあまり時間差なく情報のアップが必

要だと思います。 
 
・災害時等の、応援協定６市以外にもの、障害者の

対応出来る病院等情報も掴んでおられるのか。（子ど

も、透析患者、心臓・・・） 
 
・大東市、四条畷市とも災害相互応援協定を締結し

ていると思うので、解説の「6 市」を変更する必要

があるのではないか。県内他市町村との災害時の連

携は？ 

■生活排水対策の実施 
竜田川流域３市町（生駒市・平群町・斑鳩町）で竜田

川流域生活排水対策推進会議を構成し、廃食用油の回収

作業を共同で実施する等、竜田川の生活排水対策の調

査、市民への啓発を連携し行っている。 

連携した啓発活動の回数を増やす等のさらに積極的な取

組が必要。 
特になし 

■東大阪ブロック・京阪奈北レジ袋削減推進会議（枚方

市、寝屋川市、交野市、門真市、四條畷市、守口市、大

東市、東大阪市、八幡市、京田辺市）を実施している。 
レジ袋の削減を目的とし、他市町間の情報を共有して

最終的に事業所と削減の協定を結ぶ予定をしている。 

レジ袋の削減も行っていくが、今後３Ｒを推進していく

ため自治体間の情報共有を深めていく必要がある 
 

■公益財団法人関西文化学術研究都市推進機構の「新産

業創出交流センター事業」の運営に参画し、京都府、大

阪府、奈良県、京田辺市、木津川市、精華町、公益社団

法人関西経済連合会等と連携し、関西文化学術研究都市

内の企業誘致、先端大を中心としたクラスターの活性

化、企業立地のための情報発信や情報収集等に関する事

業を連携協力して実施している。 
具体的には、京田辺市、木津川市、精華町と共同で中

小企業総合展などの展示会に出展し、企業誘致活動を実

施している。 
■生駒市、平群町、三郷町で信貴生駒山系鳥獣被害防止

対策協議会を設立し、野生鳥獣による被害防止対策の充

実、強化を図るとともに、関係機関の連携の下、総合的

な被害防止体系を確立し、農林業の被害軽減等に努めて

いる。 

近隣自治体間で地理的条件やインフラ整備等が違うた

め、企業誘致の姿勢に温度差がある。 
奈良県と京都府がどのように連携して、企業誘致施策

を実施していくかが課題である。 

 

■奈良市・生駒市消防通信指令事務協議会設立 
大規模災害時に連携、協力して対応ができるよう奈良

市と生駒市にて消防通信指令業務の共同化を平成 28 年

4 月実施に向け取り組む。 

・消防通信指令業務の共同化により、奈良市と生駒市の

境界付近の災害に対しての応援出動の検討 
・消防指令センターが奈良市に移転することによる住民

サービスへの影響 
・消防の広域化による相互応援協定の見直しの検討 

 

 



【第８章 他自治体との連携、協力等】 
 

条 文 解 説 
第５２条 市は、共通する地域課題の解決や効果的で効率的な行政運営のため、市民参画を進めながら、他の自治

体、国、県及びその他の機関と対等な立場で広域的な連携を積極的に進めるものとする。 
【解説】 
第５１条の近隣自治体との連携に加えて、自治体間での共通課題や環境問題、交通問題のように広範囲に及ぶ課

題については、単独の自治体だけでは対応しきれないことから、市民参画を得ながら、関係自治体をはじめ、県や

国とも対等の立場で連携しながら協力して解決すべきことを定めています。生駒市では、廃棄物の広域処理等に関

する大阪湾フェニックス計画をはじめ、大和川及び竜田川流域の水質改善、再生等を目指すプロジェクト会議や推

進会議に参画しています。 
 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第５２条（広域連

携） 
■環境自治体会議 
全国５３自治体が加盟し、自治体環境政策の推進、環境に関す

る情報ネットワークづくり等を共通目的として活動している。

（平成２７年度に第２３回環境自治体会議「いこま会議」を開催） 
■環境首都創造ネットワーク 

  持続可能な社会を地域から実現するための調査・研究、政策立

案、実施、全国への普及に協働で取り組むための基盤として、生

駒市、飯田市、宇部市等自治体及び NGO、研究機関が参加して

活動している。 
■地球環境を考える自治体サミット 
 環境問題に積極的に取り組み自治体の首長が集い、環境政策の

国政への提言、先進例、成功例の情報発信を行うことにより、持

続可能な社会の実現に寄与することを目的として活動している。 

提言の発言力増加のためにも積極的な会員自治体の勧

誘活動が必要である。 
特になし ・第５１条と同じ意見です。 

 
・現時点においては、奈良県とは必要最低限、

行政課題に対応するための協力関係しか構築で

きておらず、健全な協力関係を再構築する必要

がある。 
 
・環境自治体会議に所属する 29 市と災害時の相

互応援協定を締結していることも連携に入るの

では？ 

■「奈良県災害廃棄物等の処理に係る相互支援に関する協定書」
の締結 
■廃棄物の広域処理等に関する大阪湾フェニックス計画 
 
 
■災害等緊急時における一般廃棄物（ごみ）処理に関する相互応
援基本協定 

 ①主体 奈良県都市清掃協議会 ②締結団体 １２市＋香
芝・王寺環境施設組合 ③締結年月日 平成１８年８月２８日 
不測の事態等ごみの適正処理が困難となった際、相互に応援 

■奈良県災害廃棄物等の処理に係る相互支援に関する協定書 
 ①主体 奈良県 ②締結団体 奈良県＋県内市町村＋県内一
部事務組合 ③締結年月日 平成２４年８月１日 支援要請 
地震・豪雨等による大規模災害発生時等 

■警察署使用不能時における施設使用に関する協定 ①主体 
生駒市、生駒警察 ②締結年月日 

 平成２４年１０月１０日 警察署使用不能時にエコパーク２
１を使用 

各市町村の施設能力等を把握し有事に備える。 
 
焼却灰を埋め立てしている事業である。埋立量を減らす
ためごみ半減プランに沿って燃えるごみの減量を目指
す。 

特になし 

■敦賀市、広陵町、泉大津市、加東市など他自治体のイベントに

参加し、観光ＰＲや企業誘致活動を実施。 
物販などの出店が必要な場合、関係機関との協働、人

員の確保、仕入れ･販売方法などのシステムが確立され

ていないので、その都度調整が必要である。 

特になし 

■奈良県と市県民税にかかる協働徴収 
 職員の相互派遣 

 特になし 

■平群町との収納事務における連携協力 
生駒市、平群町で共通の収納システムを使用し、システム維持

管理費、改修費等を節減 

 特になし 

 



【第８章 他自治体との連携、協力等】 
 

条 文 解 説 
第５３条 市民及び市は、各種分野における国際交流及び協力に努めるとともに、多文化共生社会の視点に立った

まちづくりを推進するものとする。 
【解説】 
日常生活におけるさまざまな分野で国際交流、協力に努めるとともに、市民が、ともに地域に暮らす住民として、

国籍や言語、文化、生活習慣などの違いを認め、尊重し共存できる多文化共生社会の視点に立った国際感覚豊かな

まちづくりを推進することを定めています。生駒市では、国際化基本指針などを策定し、それらに基づく事業及び

施策を展開しています。 
 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第５３条（国際交

流及び多文化共

生） 

■国際化ボランティア事業(H26 年度) 
市民と外国人が交流を深め、理解しあうことで、「多

文化共生」社会づくりを推進することを目的。19 名登

録。 
外国籍市民が市の行政サービスを利用するにあたっ

ての通訳、市が作成する外国人向け文章の翻訳、災害時

における通訳、翻訳の支援等を行う。 
 
■日本語教室 
市内に生活基盤を持ち、日本語に不自由している外国

人等を対象に、基礎的な日本語学習の場として、多文化

共生のまちづくりの一環として実施。 
 

 
・ボランティアは常駐ではないため、窓口での突発的な

需要には対応できない。 
・文章の翻訳については、その翻訳が妥当かを最終的に

判断できる者がいない。 
・災害時に支援を要請できるインフラが寸断されている

ことも考えられる。 
 
 
・日本語学習支援ボランティアの確保 

特になし ・この解説文の中に「国際化基本方針」と書かれて

いますが、生駒市のホームページで検索しても内容

は出てきません。人権施策課に問い合わせて下さい

となっています。ベーシックなものは、検索してす

ぐわかるようにしておく必要があるのではないでし

ょうか？ 
 
・生駒市の国際交流・協力の姿勢を市民と共有する

ため、国際化基本指針を公開する必要がある。 
 
・市のホームページを翻訳ソフトで翻訳すると、タ

ブの部分が翻訳されないのが残念。 

■NPO 法人いこま国際交流協会への委託により、国際

交流の集い「わいわいワールド」を開催している。（毎

年１１月中旬頃）小学生が対象で、次代を担う子どもた

ちが、相互に理解を深め、共に生きる社会を目指して、

外国人ゲストと世界のあそび、ダンスなど、多様な文化

に触れる楽しい体験をすることにより、異文化交流を深

めている。 

対象者が小学生に限られてはいるが、同伴保護者も輪に

入り、一緒にダンスをするなど、大人にとっても異文化

理解、異文化交流の貴重な場となっている。 

 

 



【第２章 基本原則】 
 

条 文 解 説 
第４条 市民及び市は、まちづくりに関する情報を共有するものとする。 
２ 市は、市民に対し、市が保有する情報を積極的に公開するとともに、分かりやすく、速やかに提供しなければ

ならない。 

【解説】 
＜第１項＞ 
参画と協働によるまちづくりの前提として、市の情報提供や公開を規定することで、市民の知る権利を事実上保

障するものです。 
＜第２項＞ 
また、市は市民に分かりやすく説明するために、多様な媒体を通じて広報活動の充実に努めることを規定するも

のです。 
 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第４条（情報公開

及び共有） 
■各課において、広報紙・ホームページ・ツイッター・報道発表・

自治会回覧等で情報を発信している。 
（４６条、４７条と関連） 

４６条、４７条での各委員の意見を踏まえる必

要がある。 
 ・市役所のホームペジの容量に余裕があるのであれ

ば、検索によって説明できる内容を増やしたり、リ

ンク出来るようにすれば、知りやすいと思います。 
 
・根本的な事として、事業実施を決定した後ではな

く、構想段階あるいは事業の是非を検討できる段階

で、市民、地元住民等に情報を提供し、意見を聴取

できる姿勢が求められる。 
 
・広報誌の全戸配布、老人、一人暮らしの住民等の

情報発信方法の工夫。（災害、環境衛生、福祉等の各

担当課の内容・各担当の横の情報は十分なされてい

るのか） 
【再掲】 
第４６条（情報へ

の権利） 

【再掲】 
■市内外に周知すべき情報を適宜収集し、広報紙・広報番組やホ

ームページへの掲載、報道発表、SNS などで発信している。 
■情報発信力強化のため、プロジェクトチームで課題解決方法を

探ることにも取り組んだ。 

【再掲】 
広報紙の読者の拡大、ツイッターのフォロワー

数増加は課題である。 

【再掲】 
特になし 

【再掲】 
・情報提供には、自ら加工可能な生データの提供と

理解を促すための情報とを提供する必要がある。現

状では、特に前者についての情報公開が不十分であ

る。後者について一定程度の情報発信は実施されて

おり、市民が情報にアクセスする動機づけの方法を

検討、充実することが必要である。 
 
・特になし。 
ネット時代対応が課題です。印刷物は縮小され、ネ

ットで可能なようにすべきと思いますがよく分かり

ません。 
 
・課題・問題点で挙げられている「広報誌の読者の

拡大」とは？（配布しているが読まれていない？未

配布世帯がある？市外の人に読んでもらう？） 



【第２章 基本原則】 
 
【再掲】 
第４７条（情報共

有制度） 

【再掲】 
■情報公開条例に基づき、市民等からの行政文書の開示請求に対

応している。 
年度 件数 処理内容 
２３ 請求１３９ 

申出  ２ 
開示９３、部分開示２６、不開示１６他 

２４ 請求１７６ 
申出  ２ 

開示８３、部分開示３８、不開示１０他 

２５ 請求１３７ 
申出  ２ 

開示９１、部分開示２６、不開示７ 他 
 

【再掲】 
今後も引き続き取り組みを進めていく必要が

ある。 

【再掲】 
特になし。 

 

 



【第２章 基本原則】 
 

条 文 解 説 
第５条 市民及び市は、第１条の目的を達成するため、参画と協働によるまちづくりを推進する。 【解説】 

この条例の目的を達成するため、市民が市政に参画する機会を保障するとともに、市民同士、市民と市、それぞれ

の役割分担と責任に基づいて、お互いの立場や特性を尊重しながら協働してまちづくりに取り組むことを規定する

ものです。 
 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第５条（参画と協

働の原則） 
■参画と協働の事例数：平成２５年度１５９件（平成２０

年度１３３件） 
■自治基本条例を補完する参画と協働の指針策定（平成２

５年３月策定）及び研修の実施。 
■出前講座（自治基本条例、市民自治協議会）による周知 

参画と協働の事例は増えてきているが、さらに事例を

増やすべく、周知・啓発を行っていく必要がある。 
特になし ・市民との協働事業を拡大していく必要があると考

えるが、協働事業は１５９件中どれほどか、また 5
年前からの推移はどのようか？ 
制度的にどの課で、どのようなものが準備されてい

るのか？ 
 



参画と協働の事務事業調査表【平成25年度】

担当課 事業名 事業概要 参画と協働の相手 参画と協働の形態 事業費 備考

1 広報広聴課 たけまるモニター「たけモニ」制度
携帯電話やパソコンのメール機能を活用し、簡単なアンケート調査を
行う。

市民（登録者） 【参画】その他 315千円
登録者数921名（2014年4
月4日現在）

2 広報広聴課 自治会を通じた広報紙の配布 月2回発行の広報紙を自治会の協力により市民に配布 自治会など
【協働】事業の企画・実施過程
における協働

0千円

3 広報広聴課 ききみみポストの設置 市民ニーズを把握し、建設的な意見を市政に反映させる 市民 【協働】その他 0千円

4 広報広聴課 陳情・要望の受付 陳情・要望を受け付ける
自治会、団体、市民
など

【参画】その他 0千円
具体的な回答、対応など
は各担当課で行う

5 広報広聴課
電子メールによる市政全般への市民から
の意見の受付・回答

電子メールによる市政全般への市民からの意見の受付と回答 市民など個人 【協働】その他 0千円
具体的な回答、対応など
は各担当課で行う

6 広報広聴課 行政出前講座
概ね10人以上で構成するグループからの申請により市職員が講座を
実施

団体・グループなど 【参画】講座等 0千円
具体的な講座は各担当課
で行う

7 広報広聴課 タウンミーティング、ティーミーティング 市長と市民が市政に関することについて意見交換 市民 【参画】意見交換会 4千円

8 広報広聴課 子育て応援サイト「ママフレ」
妊娠・出産、子育てに関する情報を分かりやすくまとめた「ママフレ」を
アスコエパートナーズとの協働で作成・公開

事業者
【協働】事業の企画・実施過程
における協働

0千円

9 広報広聴課
市民レポーターによるコーナーを広報紙に
掲載

市民レポーターが取材・執筆したコーナーを広報紙に掲載 市民 【協働】その他 60千円 謝礼

10 広報広聴課
市民が取材・執筆したコーナーを広報紙に
掲載

市民が取材・執筆したコーナーを広報紙に掲載 市民 【協働】その他 5千円 謝礼

11 市民活動推進課 いこまどんどこまつりの開催

 すべての市民の心と心がふれあい、ここがふるさとだと言えるような
「いこまらしさ」を育てるため、生駒の夏まつりとして定着してきた、い
こまどんどこまつりを通して、市民のふれあいの輪を広げ、さらにふる
さと意識の高揚を図る。

いこまどんどこまつり実
行委員会

【協働】実行委員会・協議会

12 市民活動推進課
生駒駅前いこまどんどこまつり実行委員
会補助金

生駒駅前南商店街をメイン会場とすることで、商店街の回遊性を増し
活性化するとともに、健民ｸﾞﾗｳﾝﾄﾞ会場との連携と混雑緩和を目的とし
て、催し実施する生駒駅前いこまどんどこまつり実行委員会に補助金
を交付。

生駒駅前いこまどんどこ
まつり実行委員会

【協働】補助金交付等による協
働

【協働】事業協力による協
働

13 市民活動推進課 ＮＰＯ活動支援

ＮＰＯ団体等が実施する、公益活動について、広く市民に参加等を呼
びかけるに当たって、広報掲載や、後援を行なうことによる支援。 ＮＰＯ団体 【協働】後援・その他

14 市民活動推進課 自治振興補助金

本市行政との協働を推進し、各種行政事務事業及び住民自治意識に
基づく生活環境の整備等住み良い地域社会づくりに寄与している自
治会に対し、予算の範囲内において補助金を交付。

自治会 【協働】補助金交付等

15 市民活動推進課 地域まちづくり活動支援事業補助金

地域の課題を解決するため、自治会、ＮＰＯ等の多様な主体で構成さ
れる市民自治活動を行う団体が実施する事業に対し、予算の範囲内
において補助金を交付。

概ね小学校区内の自治
会、ＮＰＯ等で構成され
る団体

【協働】補助金交付等

16 市民活動推進課 集会所新築等補助金

地区住民の自治会活動を奨励し、もって地区住民の生活の安定に寄
与するため、地区集会所の新築、増築、改築若しくは改修（以下これ
らを「工事」という。）又は備品購入を行った自治会に対し、予算の範
囲内において補助金を交付。

自治会 【協働】補助金交付等

17 市民活動推進課 掲示板設置補助金

各種広報用として役立つ掲示板の設置に要する経費に対しての補助

自治会 【協働】補助金交付等



参画と協働の事務事業調査表【平成25年度】

18 市民活動推進課 市政研修会

自治会長（自治会役員）を対象として、市政への理解を深めていただき、より身近に
市政を感じていただくことを目的に、市の事業・施策についての説明会と、日常生活
に関わりの深い公共施設を見学していただく自治会長市政研修会

自治会長（役員） 【協働】情報提供・情報交換

19 市民活動推進課 生駒市民憲章実践推進

市民憲章精神の高揚に努め、市民生活向上のために必要な各種実践活動を推進
する。 生駒市民憲章実践推進

協議会
【協働】実行委員会・協議会 0千円

20 市民活動推進課 親切・美化県民運動

「クリーンな心でグリーンな奈良に」をモットーに、県民が心の豊かさと潤いを実感で
きるようなまちづくりを推進する。
9月をクリーンアップならキャンペーン月間とし、県内全域で美化活動を展開する。

自治会、学校、企業等 【協働】事業協力 0千円

21 市民活動推進課 生駒市自治連合会
地域住民の福祉の向上と豊かな地域社会づくりに寄与するため取り組んでいる自
治連合会への支援として、住民の自治活動の向上発展に努めるため、会の事務局
を担うとともに、自治会保険事業への補助金の交付等をしている。

自治会長、自治会員

【参画】その他
【協働】政策提言・企画立案過程
【協働】補助金交付等
【協働】情報提供・情報交換

32千円
【協働】共催、実行委員
会、協議会による協働

22 市民活動推進課 生駒市市民自治推進委員会

市民、議会、及び市長をはじめとする行政が、それぞれどのような役割を担ってより
よい生駒市をつくっていくかという三者の役割と責務を明らかにした、いわゆる自治
体運営の基本ルールを定めた生駒市自治基本条例の運用状況等を市民の立場か
ら見守るための組織

学識経験者・市民・議会 【参画】附属機関、懇談会の設置等 0千円

23
市民活動推進セ
ンター

市民公益活動情報収集提供事業
ボランティアなどＮＰＯ活動に関する情報を収集し、個人や団体
へ提供を行う。また、登録団体が市民に向けて、活動やメン
バー募集に関する情報を発信する

市民・公益活動団体
【協働】情報提供・情報交換に
よる協働

0千円

24
市民活動推進セ
ンター

登録団体運営
「市民活動登録団体代表委員会」の運営

市民活動推進センターららポートの運営について、市民と行政
の協働を実践することを目的とし、登録団体から参加者を募り、
課題提案・議論・方向性の共通認識を図る場として設置

市民活動推進セン
ター登録団体

【参画】附属機関、懇談会の設
置等

0千円

25
市民活動推進セ
ンター

情報発信コーディネート
市が主催する市民を対象とした事業実施時に、市民活動推進
センターに登録する団体が団体の活動を紹介する機会を調整
する

市民活動推進セン
ター登録団体

【協働】事業協力による協働 0千円

26
市民活動推進セ
ンター

市民公益活動啓発事業
「ららポート交流事業　ららまつり」の開催

市民活動推進センター登録団体の活動の発表を通じて、団体
間の交流や相互理解をはかり、広く市民へ活動を周知すること
を目的とし実施

市民活動推進セン
ター登録団体

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

32千円
【協働】共催、実行委員
会、協議会による協働

27
市民活動推進セ
ンター

市民公益活動相談事業
「ボランティア活動相談体制整備（マッチン
グ）」

市民公益活動の個別ケース対応として、活動希望者や活動を
求める両者のニーズを把握し、マッチング及びコーディネートを
行う

市民・公益活動団体
公益活動団体

【協働】個人のボランティアと
の協力

0千円

28
市民活動推進セ
ンター

相談事業「協働相談」
行政や民間等との協働事業に関する企画立案及び補助金・助成金申
請にかかる提出書類やプレゼン等の相談

市民・公益活動団体
【協働】情報提供・情報交換に
よる協働

0千円

29
市民活動推進セ
ンター

関係機関団体との連携
「学生ボランティアの受入」

将来を担う若い世代が、生駒市内のボランティアなどＮＰＯ活動を行う
市民公益団体の活動への体験参加により、地域のニーズや活動の
現状を知り、様々な市民の関わりで地域が成り立つことに気づき、公
益活動への関心を高めることを目的とし実施

市民活動推進セン
ター登録団体

【協働】事業協力による協働 3千円

30
市民活動推進セ
ンター

マイサポいこま（生駒市民が選択する市民
活動団体支援制度）

市内で公益活動を行っている団体が提案した事業に対して、市民が
支援したい事業を選択し市へ届出を行うことにより、その結果に基づ
き市が補助金を交付する制度。

市民・公益活動団体
【参画】附属機関、懇談会の設
置等

7,192千円
【協働】事業の企画・実施
過程における協働

31
市民活動推進セ
ンター

マイサポいこま（生駒市民が選択する市民
活動団体支援制度）広報活動

市民の選択の届出期間において、駅前啓発活動を支援対象登録団
体と協働で実施した。７月５日６日

市民・公益活動団体 【協働】事業協力による協働 42千円

32
市民活動推進セ
ンター

地域課題解決活動促進事業
「いま、ここから。ママの一歩応援講座」

結婚や出産を機に退職された女性たちの再チャレンジ支援として「ご
当地弁当」を題材に、商品開発の過程を学ぶ講座を開催。

市民・公益活動団体
「ＣＯＬＯＲ」

【協働】委託契約に基づく協働 502千円

33
市民活動推進セ
ンター

地域課題解決活動促進事業
「ソーシャルビジネス　シンポジウム」
ソーシャルビジネスメッセ・情報交換会

奈良県内でソーシャルビジネスを実践する団体が一堂に会し、生産
物の販売や活動の紹介を行い、シンポジウム登壇者及び参加者との
情報交換を行った。

公益活動団体「特定
非営利活動法人奈
良ＮＰＯセンター/な
らソーシャルビジネ

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

49千円
【協働】委託契約に基づく
協働

34
市民活動推進セ
ンター

地域課題解決活動促進事業
「社会起業家インタビュー」

市内で活動する団体へのインタビューを行った。 公益活動団体 【協働】事業協力による協働 502千円

35
市民活動推進セ
ンター

組織開発講座
「プロボノフォーラムin生駒」

事業の企画運営を、特定非営利活動法人が担当した。
公益活動団体「特定
非営利活動法人
サービスグラント」

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

130千円
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36
市民活動推進セ
ンター

オープンデータ勉強会開催
公益活動団体のメンバーを講師に迎え、職員向け勉強会を開催し
た。

公益活動団体
「Code for IKOMA」

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

0千円

37
市民活動推進セ
ンター

「第7回ikoryu音楽祭」
市民活動推進センター登録団体主催事業実施時に、市民活動推進
センターのブースを出し事業の紹介を行った。

公益活動団体「特定
非営利活動法人い
こま国際交流協会」

【協働】事業協力による協働 0千円

38
市民活動推進セ
ンター

ＮＰＯ活動支援
ＮＰＯが実施する公益活動について、広く市民に参加等を呼びかける
にあたって、広報掲載や後援を行うことによる支援。

市民・公益活動団体 【協働】後援による協働 0千円

39
市民活動推進セ
ンター

いこま寿大学実務講習会「ボランティア実
習」の受入（登録団体）

いこま寿大学学生がボランティア活動の場として、市民活動推進セン
ター登録団体が受け入れを行った。

市民活動推進セン
ター登録団体

【協働】事業協力による協働 0千円

40 企画政策課 生駒市総合計画審議会

本市では、市民、事業者の参画を得ながら、「関西一魅力的な住宅都
市」を目指して、将来に向けた積極的な投資を行うなど、中長期的な
ビジョンを持って計画的にまちづくりを進めるため、第５次総合計画を
策定している。その基本計画を構成する最も基本的な５１の「基本施
策」について、施策の成果や達成状況を検証し、今後の方向性につ
いて意見を交換する審議会

市民、自治会、関係
団体他

【参画】附属機関、懇談会等の
設置

1,245千円

41 企画政策課 生駒市行政改革推進委員会

現下の厳しい財政状況等を踏まえ、社会経済情勢に適合した効率的
で質の高い行政運営を実現するため、行政改革大綱及び行動計画を
もとに、持続的な発展を可能とする行政運営の仕組みを、広く市民の
意見を求めながら確立していくための委員会

市民、自治会、関係
団体他

【参画】附属機関、懇談会等の
設置

1,173千円

42 企画政策課 生駒市地域公共交通活性化協議会

コミュニティバス等の地域からの要望やマイカーから公共交通へのシ
フトなど、本市における公共交通への課題に対して、行政、事業者、
地域住民等がそれぞれの役割を担いつつ、主体性をもって協働して
取り組み、その解決に向けての検討を行う協議会

市民、自治会、事業
者、関係行政機関
他

【協働】共催、実行委員会、協
議会による協働

330千円

協議会に負担金

43 企画政策課 生駒市市民政策提案制度

市民の問題意識に即した事業を実施するとともに、まちづくりに対す
る市民の当事者意識を醸成するため、市政に関することや地域にお
ける課題などについて、市民に創意工夫あるアイデア等の提案を求
め、市政に反映する制度

市民 【参画】その他 0千円

44 危機管理課 生駒市防災会議
生駒市地域防災計画の作成とその実施の促進を行う生駒市防災会
議の開催

市民、自治会、ボラ
ンティア団体、事業

【参画】その他 44千円

45 危機管理課 災害時における応急復旧等に関する協定
生駒庭石造園組合との、災害発生時等における道路、河川、避難所
等の公共施設の機能の確保及び市民の安全確保のための活動に係
る協力に関する協定の締結

事業者 【協働】その他 -

46 危機管理課
災害時における避難所としての施設の使
用に関する協定

県立高校の体育館及びグラウンドを災害時の臨時的な避難所として
使用することについての協定の締結

学校 【協働】その他 -

47 危機管理課
災害時及び平常時における生駒市と生駒
市内の郵便局との協力に関する協定

生駒市内郵便局との、災害発生時における相互協力及び平常時にお
ける道路構造物破損等の情報提供に関する協定の締結

事業者 【協働】その他 -

48 危機管理課 避難所運営説明会
大地震発生時の避難所運営について共通の認識を持つために、市
職員、施設管理者、自治会長、自主防災会長、民生・児童委員が集
まり説明会を開催

自治会、自主防災
会、民生児童委員

【協働】情報提供・情報交換に
よる協働

-

49 危機管理課 土砂災害防災訓練
北新町自治会及び桜台自治会との共催による土砂災害を想定しての
情報伝達及び避難誘導訓練の実施

自治会
【協働】共催、実行委員会によ
る協働による協働

-

50 危機管理課 北地区自治連合会防災訓練
北地区自治連合会との共催による情報伝達訓練を中心とした防災訓
練の実施

自治会、自主防災
会

【協働】共催、実行委員会によ
る協働による協働

-

51 総務課
生駒市情報公開及び個人情報保護運営
審議会

情報公開制度と個人情報保護制度の適正かつ円滑な運営を推進す
るため、実施機関からの諮問に応じての答申や、両制度の在り方に
ついての建議を行う。

公募委員
各種団体の代表

【協働】政策提言・企画立案過
程

52 契約検査課 生駒市入札監視委員会

生駒市入札執行等調査委員会及び生駒市行政改革推進委員会（入
札制度改革検討部会）の提言に基づき、入札及び契約手続における
公平性および公正性の確保並びに透明性の向上を図ることを目的
に、第三者による継続的な監視を実施し、加えて入札制度の改革に
よって新たに生じる諸問題に対応するための第三者委員会。

入札及び契約制度
に関し学識経験等を
有し、公正かつ中立
な立場を堅持できる
者（5名以内）現在の
委員　大学教授1名
弁護士1名　公認会
計士1名　の3名

【参画】附属機関、懇談会の設
置等

84千円（謝礼
14,000円×3
名×2回）

入札監視委員会では、入
札・契約制度に関する高
度な専門性や知識を要す
る検討事項が多く、また、
市民の参画と協働を広く
進めていくことは入札参加
業者等の利害関係者が参
加してくる可能性がある。
公正性のある入札・契約
制度を確保するため、広く
市民の参画と協働を進め
ることは困難と考えてい
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53 環境政策課 生駒市環境審議会

生駒市の環境の保全及び創造に関する施策を総合的かつ計画的に推進するため
に調査、審議を行う。
学識経験者・市議会議員・その他市長が必要と認める者として、自治会をはじめとす
る市民団体、公募市民及び事業者からの代表者で構成。

環境審議会委員 【参画】その他 495千円

54 環境政策課
環境マネジメントシステム（環境自治体ス
タンダード（LAS-E））の運用

環境マネジメントシステムを導入することにより、生駒市自らも一事業者として率先し
てエコオフィスづくり等の地球温暖化防止等の環境保全に取り組むとともに、生駒市
環境基本計画の確実な推進を図るため

個人
【協働】事業の企画・実施過程
における協働

610千円

55 環境政策課 環境基本計画推進会議の取組

生駒市環境基本計画を推進するため環境基本計画推進会議を設立し、会員である
市民、事業者及び行政が協働して計画の総合ビジョン「豊かな自然と歴史と未来が
融合したまち いこま」を目指して、課題解決とビジョン実現のためにプロジェクトの実
施に関する活動に取り組む。

環境基本計画推進会議
会員 【協働】事業協力による協働 3,345千円

56 環境政策課 環境フェスティバルの開催
環境フリーマーケット、リユース市等のイベントのほか、環境基本計画推進会議の部
会コーナー及び啓発コーナーを実施。

環境基本計画推進会議
会員

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

0千円
(事業費は環境基本計画
推進会議の取組に含む)

57 環境政策課 環境シンポジウムの開催

地域における協働の取組と家庭レベルでの取組を推進するために、基調講演やパ
ネルディスカッション等のイベント実施及び環境展示コーナーの開催において、環境
基本計画推進会議と協働して実施。

環境基本計画推進会議
会員

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

28千円

58 環境政策課 環境出前講座

「生活排水対策」「生駒市の環境」「地球環境問題」の題材について出前講座を開催
し、講師をNPO法人奈良ストップ温暖化の会に委託している。

NPO団体 【協働】委託契約に基づく協働 30千円

59 環境政策課 環境行動賞表彰

生駒市内を主たる活動の場として環境活動等に積極的に取り組み、著しい効果をあ
げ、特にその行動の功績が顕著であると認められる個人、事業者及び団体に表彰
を行う。

個人
事業者
団体

【協働】その他 52千円

60 環境政策課
富雄川環境美花推進事業
富雄川クリーンキャンペーン

富雄川環境美花推進協議会が作成した実施行動計画に基づき、担当区域を清掃
し、コスモスや菜花の種まきを実施している。
富雄川環境美花推進協議会が担当区域を清掃し、コスモス・菜花の種まきを行う。

　奈良県の「地域を育む川づくり事業」、「川の彩り花づつみ事業」として、各団体が
より自主的に活動している。

富雄川環境美花推進協
議会

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

1,382千円

61 環境政策課 竜田川クリーンキャンペーン

河川堤、河川管理道及び国道１６８号線の清掃、ポイ捨て禁止の街頭啓発を実施し
ている。 竜田川流域自治会、自

治連合会役員、環境審
議会市民団体代表者、
環境基本計画推進会議
会員、スカウト連絡協議
会会員、生駒ライオンズ
クラブ等関係団体

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

885千円

62 環境政策課 大和川一斉清掃
河川堤、河川管理道の清掃を行っている。 竜田川、富雄川流域自

治会、環境基本計画推
進会議等関係団体

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

181千円

63 環境政策課 北田原工業団地内清掃活動

河川内、歩道、壁面の草の刈り取りを行っている 北田原町地内水質保全
連絡協議会(北田原町自
治会、大角水利組合、佐
越水利組合、北田原工

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

0千円

64 環境政策課 東生駒川アジサイ育成業務事業
自治会員によるアジサイの育成活動を支援するため、辻町自治会と環境美化協定
書を締結し、草刈り及び活動に必要な物品等の支給又は貸し出しを行っている。 自治会（辻町） 【協働】事業協力による協働 71千円

65 環境政策課 違反屋外広告物の簡易除却
関西電力、ＮＴＴ職員の参加との下に、市内幹線道路等に掲示されている違反屋外
広告物の簡易除却を実施。 事業者

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

0千円

66 環境政策課 わんわんアドバイザー事業

各自治会から推薦、市民公募で集まった方に養成講座を受講していただき、受講後
はわんわんアドバイザーとして散歩中に出会った飼い主に対して啓発チラシ等を配
布するなどの啓発活動を行う。 市民

【協働】個人のボランティアと
の協力

0千円

67 環境政策課 自治会清掃
道路、公園等の清掃活動を実施される自治会に対し、ごみ袋の提供及びごみの回
収等自治会への物的支援を行う。 自治会 【協働】その他 4,465千円

68 環境政策課 地域環境整備事業

飼い主が不明な猫がむやみに繁殖するのを予防し、地域の生活環境の改善を図る
ため、避妊・去勢手術を行う自治会に対して、手術費の一部を助成する。地域ねこ活
動を行う市民を地域ねこ活動サポーターとして公募し、認定した。

自治会、市民
【協働】補助金交付等による協
働

392千円

69 環境政策課 蜂防護服、草刈機の無料貸し出し
市民自らが蜂の駆除を行う場合に防護服を、本市の空き地の適正管理指導で除草
依頼書の送付を受けた者自らが除草を行う場合に草刈機を、それぞれ無償で貸し
出しを実施している。

市民 【協働】その他 0千円
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70 環境政策課
生駒市学研高山地区環境保全対策委員
会

生駒市学研高山地区環境保全対策基本指針に基づき、事業者が事業活動を行う際
必要となる協定等の審査を行うとともに、事業活動開始後における指針及び協定の
履行状態を把握する。

学識経験者・北地区自
治会連合会代表

【参画】附属機関、懇談会の設
置等

91千円

71 環境政策課 環境美化推進員による環境美化活動
各自治会から選出された環境美化推進員によるポイ捨て禁止等の啓発活動等。

自治会推薦の環境美化推進員
【協働】個人のボランティアと
の協力

614千円

72 環境政策課 市民共同発電所事業 市民共同発電所の立ち上げを支援する。 市民エネルギー生駒
【協働】事業の企画・実施過程
における協働

0千円

73 環境事業課
陶磁器製・ガラス製食器リユース・リサイク
ル事業

家庭内で不用になった陶磁器製の食器を拠点回収し、希望者に無料
配布を行っている。　●・リユース不可能なものについては、路面材・
グレーチングなどの建築資材として、リサイクル　・回収・選別・無料配
布等の業務は、経験とノウハウを持っている市民団体に業務委託（自
治体による回収は全国で５例目、西日本では初めて）・リサイクルは
大阪府富田林市へ搬送

ＮＰＯ団体 【協働】委託契約に基づく協働 1,840千円

74 環境事業課
平成２１年度から、清掃リレーセンターに持込される陶磁器をリユース
品とリサイクル品とに選別し、３Ｒの推進を図っている。

ＮＰＯ団体 【協働】委託契約に基づく協働 526千円

75 環境事業課 ごみ半減トライアル計画

家庭ごみの有料化を導入することについて、有料化の前に、ごみの
減量のためにできることを行い、それでもやむを得ない場合に有料化
を導入すべきであるという意見を受け、「ごみ半減モデル事業」を核と
した「ごみ半減トライアル計画」を実施した。

生駒市ごみ半減会
議　地域ごみ半減会
議

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

1,024千円

76 環境事業課 集団資源回収補助金
ごみの減量化及びごみ問題に対する意識の高揚を図るため、古紙等
の再資源化活動を自主的に実施している市内の子ども会・老人会・自
治会等に対して、回収量に応じた補助金を交付し、活動を支援する。

公益活動団体
【協働】補助金交付等による協
働

13,560千円

77 環境事業課 ごみ集積施設設置整備事業補助金

ごみの散乱防止を図り、地域住民の公衆衛生の向上並びに環境美
化の促進を図る。　　　　　交付対象　ごみ集積場の新設又は改修実
施自治会　　　補助金　補助対象経費の１／２（千円未満切り捨て）、
限度額３０万　　　交付条件　　　１０世帯以上　容量４５０ℓ以上

自治会
【協働】補助金交付等による協
働

4,451千円

78 環境事業課 レジ袋有料化
市内のスーパーマーケットと生駒市環境基本計画推進会議と市の三
者で「マイバック等の持参及びレジ袋有料化に関する協定」の締結を
行った。平成２６年６月１日よりレジ袋の有料化を実施する。

事業者　生駒市環
境基本計画推進会
議

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

６７２千円

79 市民課・課税課 コンビニ交付事業

住民基本台帳カードを使って、全国のセブン-イレブン、ローソン、
サークルＫサンクス、ファミリーマートと市民課及び市内６ヶ所の市民
サービスコーナーで住民票の写し、住民票記載事項証明書 、印鑑登
録証明書、戸籍の全部事項・個人事項証明書、戸籍の附票の写し、
所得・課税（非課税）証明書が取得できるサービス

地方公共団体情報
システム機構

【協働】委託契約に基づく協働 31,131千円

80 生活安全課 放置自転車等対策協議会
自転車及び原動機付自転車（排気量50ccまで）の放置防止につい
て、行政、市民及び事業者が協働し、対策を検討して実施する。

自治会、交通事業
者、事業者

【協働】共催、実行委員会、協
議会による協働

なし

協議会は要綱で設置。地
元自治会による自転車等
放置防止推進員認定及び
活動実施という一定の成
果をあげたため、協議会
は平成２６年３月をもって
終了。ただし、要綱の廃止
はしていない。

81 生活安全課 生駒市消費生活審議会
生駒市消費者保護条例の規定に基づき意見を述べるほか、消費者
の利益の擁護及び増進に関する重要な事項を調査審議する。

市民
【参画】附属機関、懇談会の設
置等

58,000円

82 人権施策課 人権施策審議会

すべての国民に基本的人権の享有を保障し、法の下の平等を定める
日本国憲法の理念にのっとり、部落差別等あらゆる差別をなくすため
の市及び市民の責務等必要な事項を定めることにより、人権意識の
高揚を図り、もって差別のない明るい地域社会の実現に寄与する目
的を達成するための施策に関する必要な事項を調査審議する。

市民
【参画】附属機関、懇談会の設
置等

578千円

83 人権施策課 生駒市男女共同参画審議会
行動計画を策定するに当たって、生駒市男女共同参画審議会の意見
を聞いたり、男女共同参画の推進に関する事項について調査審議す

市民
【参画】附属機関、懇談会の設
置等

210千円

84 人権施策課 日本語教室
基礎的な日本語能力の習得を目指し、学習者と支援者（ボランティ
ア）とが1対1で学習を行う形態をとる。　日本語学習支援ボランティア
との地域課題に対応したプロジェクト

市民
【協働】個人のボランティアと
の協力

121千円

85 人権施策課 人権教育講座（山びこ）の開催
市内の幼稚園、保育園及び小・中・高校の育友会、保護者会等の会
員に対し、人権教育講座（山びこ）を年間7回実施し、参加を呼びかけ

市民 【参画】講座等 99千円

86 人権施策課 生駒市人権教育推進協議会補助金交付
市民（自治会員）を対象とした地区懇、じんけんひろば講演会、研究
大会を開催し、広く市民が参加することによって人権教育・啓発を推
進する事業を実施する当該協議会に対し、予算の範囲内において補

市民
【協働】補助金交付等による協
働

1,111千円

87 人権施策課
「人権を確かめあう日」記念市民集会の開
催

市民が主体的に参加できる人権についての講座・研修会・催しの充
実により、意識の高揚を図った

市民 【参画】講座等 777千円



参画と協働の事務事業調査表【平成25年度】

88 人権施策課 差別をなくす市民集会の開催
市民が主体的に参加できる人権についての講座・研修会・催しの充
実により、意識の高揚を図った

市民 【参画】講座等
上記金額に
含まれる

89 高齢福祉課 災害時要援護者避難支援事業
災害が発生した場合又は発生する恐れがある場合に、自力で避難できない方が逃
げ遅れなく避難できるよう、地域での助け合いによる体制の整備をはかる事業

市民・自治会・民生
委員

【協働】情報提供・情報交換に
よる協働

－

90 介護保険課
介護予防事業（わくわく教室・のびのび教
室・脳の若返り教室）

６５歳以上の高齢者を対象に、各種レクリエーション（わくわく）や、体
操（のびのび）、脳のトレーニング（脳の若返り）の教室を開催

市民
【協働】個人のボランティアと
の協力

3,991千円

91 介護保険課 介護予防普及啓発事業（ひまわりの集い）
６５歳以上の閉じこもりがちで、孤食の状態にある高齢者の居場所を
提供するとともに、社会参加の機会を確保し、栄養や体力づくりの知
識の普及を図り、介護予防の啓発を行う。

市民
【協働】個人のボランティアと
の協力

1,850千円

92 介護保険課 生駒市介護保険運営協議会

「高齢者保健福祉計画」「介護保険事業計画」「地域包括支援セン
ターに関すること」「地域密着型サービス事業所の指定、更新に関す
ること」「その他介護保険事業の運営に関し必要な事項に関すること」
を所掌し介護保険事業の円滑な運営を図る。

学識経験者・市民・
自治会・ボランティ
ア・関係団体の代表
者など

【参画】パブリックコメント 79,040

【協働】共催、実行委員
会、協議会による協働

93 国保医療課 生駒市国民健康保険運営協議会
国民健康保険事業の運営に関する重要事項を審議 市民（被保険者）を

含む委員
【協働】共催、実行委員会、協
議会による協働

168千円

94 健康課 いこま食育ラウンドテーブル
生駒市の食育を推進するため、「食」に関する企画及び各帰属団体で
の活動を通じて広く市民に啓発する。

関係機関、自主活
動団体代表、生産
流通団体代表等

【協働】情報提供・情報交換に
よる協働

34千円

95 健康課 健康づくりリーダー研修
健康づくりのﾘｰﾀﾞｰとして活動できる人材に対して、健康に関する研修
を行う。

健康づくり推進員連
絡協議会

【協働】事業協力による協働 11千円

96 健康課 第2期健康いこま２１策定（懇話会）
市民の健康づくりを支える仕組みの構築を中心とした健康づくり指針
の第2期計画を策定した。

学識経験者、民生
委員、PTA、関係機
関等の代表、公募

【参画】ワークショップ 408千円

97 健康課
第2期健康いこま２１策定（パブリックコメン
ト）

策定懇話会の意見を基に作成した第2期計画案に対して、広く市民の
意見を聞いた。

市民 【参画】パブリックコメント 0千円

98 健康課
生駒市老人保健施設「やすらぎの杜　優
楽」の運営

生駒市老人保健施設「やすらぎの杜　優楽」の運営、管理 指定管理者（医療法
人）

【協働】指定管理者制度 0千円
（H25年度指定管理者負
担金50,000千円）

99 病院建設課
生駒市病院事業推進委員会
（医療連携専門部会を含む）

市民の医療ニーズに沿った地域の中核的な病院事業の運営を図る
ため設置。
委員会は、市長の諮問に応じ、本市の病院事業に関する事項を調査
審議する。　　　医療連携専門部会は、市民・患者主役の視点に立っ
た生駒市の地域医療連携体制の整備及び市立病院の役割の明確化
のため、病院事業推進委員会の下に設置。

公募市民
医療関係団体を代
表する者

【協働】事業の企画・実施過程
における協働

757千円

100 管理課 地元施行道路舗装補修工事材料支給
市が管理する道路、河川及び排水路について、地元が舗装、排水工
事及び砕石散布等軽易な工事を施行する場合、その材料を無償で支
給することができる。

自治会 【協働】補助金交付等

101
事業計画課
土木課

宝山寺参詣線修復整備事業

本市を代表する歴史的景観を形成している宝山寺参詣線は、近年、
石段の不等沈下等の老朽化が進行しているほか、沿道住民の高齢
化に伴い、歩行者の安全確保及び歴史的景観の復元が求められて
いることから、複合的な修復整備を計画的に行っている。修復整備を
行うにあたり、設計段階から地元自治会と協議を重ね、連携して進行

沿道自治会
（仲之町）

【参画】意見交換会 2,415千円

102 事業計画課 辻町インター整備事業

阪奈道路辻町ＩＣ整備に関して、事業主体の県を支援するため、地元
協議等の調整を行っている。

IC周辺自治会
（中・西地区自治連
合会長、辻町アーバ
ンライフ・辻町・辻町
北・辻町阪奈・辻町
第一東・桜ヶ丘・辻
町東・小明町・小明
台自治会代表）

【参画】意見交換会 347千円

103
事業計画課
危機管理課

土砂災害防災訓練
土砂災害時における避難勧告時の情報伝達、また、住民などによる
避難経路・場所等の確認を通じて、災害警戒避難体制の強化と防災
意識の高揚を目的として実施する。

訓練実施地自治会
（北新町・桜台）

【協働】事業協力による協働 0千円

104
事業計画課
都市計画課

学研北生駒駅まちづくり会議

北部地域の拠点である学研北生駒駅周辺について、魅力的で一体
感のある拠点地区の形成を図るため、民間開発との協議・連携のもと
都市計画マスタープランなどの計画との整合を図りながら、目指すべ
きまちのビジョンと必要な基盤整備のあり方を検討し、区域内の権利
者等の意見を聞きながらまちづくり構想としてとりまとめる。

学識経験者
周辺自治会代表
事業者
地権者（法人･個人）

【協働】共催、実行委員会によ
る協働による協働

10,920千円

105

教育総務課
事業計画課
土木課
生活安全課

通学路の合同点検

平成２４年４月以降、全国で発生した通学路での交通事故を受け、市
内小学校及びＰＴＡ、教育委員会、県・市道路管理者、警察が合同点
検を実施し、各所管で対策を行った。

小学校
PTA・育友会
地域住民
警察
奈良県

【協働】事業協力による協働 22,000千円



参画と協働の事務事業調査表【平成25年度】

106 都市計画課 生駒市都市計画審議会
　都市計画法により、その権限に属させられた事項の調査審議及び
市長の諮問に応じ都市計画に関する事項を調査審議する。

市民団体代表など
【参画】附属機関、懇談会の設
置等

209千円

107 都市計画課 都市計画決定 　都市計画法の規定に基づく各種都市計画の決定 利害関係人など 【参画】その他

108 都市計画課 いこま塾まちづくりワークショップ
　まちづくりを行うためのコミュニケーションや情報伝達のスキルアッ
プと仲間づくりの手法を学ぶことを目的に、いこま塾の卒塾生を対象
に「いこま塾まちづくりワークショップ」を開催した。

市民 【参画】ワークショップ 1,213千円

109
都市計画課
事業計画課

学研北生駒駅周辺まちづくり会議

　学研北生駒駅周辺地域について、魅力的で一体感のある拠点地区
の形成を図るため、目指すべきまちのビジョンと必要な基盤整備のあ
り方を検討し、区域内の権利者等の意見を聞きながら、まちづくり構
想として取りまとめるもの。

区域内権利者など
【参画】附属機関、懇談会の設
置等

委託業務として、
　H25年度　　なし
　H26年度　10,920千円
（H25から26へ繰越）

110 みどり景観課 コミュニティパーク事業

街区公園等を対象に地域住民が主体となって、ワークショップ形式
で、公園の使い方や育て方などのアイデアを計画案としてまとめ、市
と協働して使いやすい公園にリニューアルする事業。
自治会との地域課題に対応したプロジェクト。
（平成２４・２５年度の２年にわたり実施）

自治会 【参画】ワークショップ 9,272千円

平成２４・２５年度の２年に
わたり実施

111 みどり景観課
生駒駅前南通り商店街「IKOMA South
Mall」の花飾り

生駒駅前南通り商店街は、以前から商店街の活性化及び地域コミュ
ニティの場づくりとして、「花と緑のわがまちづくり助成制度」を活用し
継続的に花飾り等で駅前緑化を行ってきた。
平成２２年度の「全国都市緑化フェア」において、県から「まちなみ・ま
ちなか・えきまえ会場等」として花飾りをしてほしい旨の依頼を受け、
前述の助成制度以外に、市から物品貸与等で支援し、ハンギングバ
スケットによる駅前緑化を実施。

生駒駅前南通り商
店街

South Mall 花クラブ

【協働】事業協力による協働 27千円

「花と緑のわがまちづくり
助成制度」については、花
のまちづくりセンターで別
途助成。

112 みどり景観課 市管理花壇の花飾り
市が管理する花壇（４箇所）の花飾りについて、デザイン等計画段階
から市民ボランティアが参画し、市と協働して花植えや花殻摘みなど

ミモザの会
生駒花とみどりの会

【協働】事業協力による協働 1,230千円

113 みどり景観課 鹿ノ台住宅地周辺緑地の整備
住宅地を囲む緑地整備を、鹿ノ台自治連合会が計画的に進めるにあ
たり、市・連合会が役割を協議しつつ、長期的に整備を進めていく。

鹿ノ台自治連合会
（ECOKA委員会）

【協働】事業協力による協働 50千円

114 みどり景観課 公園・緑地の環境整備

公園・緑地内の樹林地整備（下草刈り・除間伐など）やごみ清掃など
を市民ボランティア団体が中心となって実施。
市はごみの回収や緑化啓発看板の設置、広報活動などを行う。

いこま里山クラブ
ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ「いこ
ま宝の里」
寿大学OBにしき会

【協働】事業協力による協働 －

115 みどり景観課 ボランティア養成講座「花とみどりの楽校」
平成２１年度から実施している「花とみどりの楽校」の運営に、楽校修
了生のＯＢ会である「生駒花とみどりの会」が、市と協働して企画段階
から参画し、講座運営及び講師補助として主体的に関わる。

生駒花とみどりの会 【参画】講座等 1,197千円
【協働】事業協力による協
働
【協働】事業の企画・実施

116 みどり景観課
ボランティア養成講座「花とみどりの楽校
（里山づくり編）」

平成２４年度から隔年で実施している「花とみどりの楽校（里山づくり
編）」の運営に、市民ボランティア団体が、市と協働して企画段階から
参画し、講座運営及び講師又は講師補助として主体的に関わる。

いこま里山クラブ
ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ「いこ
ま宝の里」

【参画】講座等 －

【協働】事業協力による協
働
【協働】事業の企画・実施
過程における協働
事業実施年度はH26であ
るが、H25年度から企画会

117 みどり景観課 生駒市緑の市民懇話会

「緑の基本計画」に掲げている“花と緑と自然の先端都市・生駒”の実
現に向け、市民提案の反映や市民の理解を得た、緑の都市環境を保
全・創造する施策を総合的にまた、計画的に推進する。

学識経験者
緑の基本計画の推
進に携わる市民
公募市民

【参画】附属機関、懇談会の設
置等

329千円

118 みどり景観課 緑の現況調査（樹木調査）

緑の保全施策に関する制度の一つである保護樹林・保護樹木の指定
に関し、保護樹木等指定要綱の改正の必要があり、「緑の保全分科
会」の方々に緑（巨樹・巨木）の現況調査を実施していただき、その調
査報告書をもとに選考した指定候補樹木の所有者に対して指定の意

緑の保全分科会 【協働】事業協力による協働 29千円

119 みどり景観課 地域で育む里山づくり事業

市民の自主的な参加による森林整備活動として、里山林整備を行う
団体に対して補助金を交付する。

ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ「いこ
ま宝の里」
いこま棚田クラブ
鹿ノ台自治連合会
（ECOKA委員会）

【協働】補助金交付等による協
働

1,574千円

県が資金提供

120 みどり景観課
「山と森林の月間」イベント
『夏休みは森で遊ぼう』

市民ボランティア団体の指導で、子どもたちを対象に自然観察及び森
にある素材を使ってのクラフトづくりを体験させることにより、自然環境
を考えるきっかけづくりとする事業。

いこま里山クラブ 【協働】事業協力による協働 16千円

121 みどり景観課 樹林地バンク制度

整備を希望する市街化区域内樹林の所有者と活動場所を求める樹
林保全活動グループに登録いただき、市がお互いを仲介して、未整
備の市街化区域内樹林の保全を進める事業制度で、その際、整備方
法などに関し自然生態アドバイザー（森林アドバイザー）の意見を聞

いこま里山クラブ
ｸﾞﾘｰﾝﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ「いこ
ま宝の里」
ブナッコクラブ

【協働】情報提供・情報交換に
よる協働

－
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122 みどり景観課 市民の森事業

市街化区域内の樹林地を市が一定期間、所有者から土地を借りあ
げ、樹林地を整備した上で広く市民に憩いの場として開放する事業で
一定期間緑を保全するもの。樹林地の整備については、樹林地隣接
の自治会等の住民を対象としてワークショップでの話し合いや樹林地
整備を実施する。将来的に「市民の森を育てる会」等を発足させ、住
民による維持管理を目指す。

自治会
市民ボランティア

【協働】事業協力による協働 －

事業実施年度はH26だ
が、H25から自治会長、市
民ボランティア、小学校と
協議・調整を実施。

123 みどり景観課 講演会「日本人の自然との関わりと里山」
生駒山麓公園で里山整備をしている「いこま里山クラブ」の設立１０周
年を記念し、市民に人間と自然の関わりについて考えていただく講演
会を協働で開催。

いこま里山クラブ 【協働】後援による協働 －

124 みどり景観課 国道１６８号生駒市辻町区間管理協定

当該区域における奈良県施工の電線地中化工事により街路樹等が
消失し沿道環境が悪化したため、沿道付近の自治会、奈良県及び生
駒市が管理協定を締結し、沿道緑化及び維持管理を協働で行う。

Ｒ１６８の花とみどり
を育てる会（辻町自
治会、辻町第一自
治会、辻町東自治
会、辻町ｱｰﾊﾞﾝﾗｲﾌ
自治会、山崎町自

【協働】事業協力による協働 －

「花と緑のわがまちづくり
助成制度」については、花
のまちづくりセンターで別
途助成。

125 みどり景観課 景観形成基本計画の策定
生駒の景観の特徴を市民、事業者及び行政が共有することで、より
良い景観づくりを協働で行うため、啓発、誘導及び支援の方策を定め
た基本計画を策定した。

市民 【参画】パブリックコメント 4,200千円
【参画】附属機関、懇話会
等の設置

126
花のまちづくりセ
ンター

花と緑のわがまちづくり助成制度
まちなかに花や緑を植栽・育成し、花と緑と自然のまちづくりを推進す
る自治会等の団体に対し、予算の範囲内で助成金を支給する。

自治会等
【協働】補助金交付等による協
働

5,159千円

127
花のまちづくりセ
ンター

花好き・自然好き市民交流サロン

花好き・自然好き市民のネットワークを広げ、「花と緑と自然があふれ
るまちづくり」へと発展させるため、活動の場の提供と情報発信の助
成を行う。
市民ボランティア団体及び市民との協働を推進するための仕組み作

団体・個人
【協働】情報提供・情報交換に
よる協働

108千円

128
花のまちづくりセ
ンター

第3回、第4回 花・緑まちづくりフェスタinふ
ろーらむの開催

都市緑化の普及・啓発を図るため、市民が花と緑に親しみ、緑化に関
する知識・情報を得る機会として開催する。
企画・運営を関係団体の代表からなるボランティアで組織し、運営補
助も市民ボランティアを募集する。

団体・個人
【協働】事業の企画・実施過程
における協働

1,536千円

129
花のまちづくりセ
ンター

みんなで作ろう花畑
園内花壇を活用し、花の種の播種から植替えまでの作業を通じて市
民が花と緑に関する情報を得ることができる機会とするため、興味の
ある市民をボランティアとして募集する。

個人
【協働】個人のボランティアと
の協力

4千円

130 建築課 空き家対策地域交流会
多くの郊外型住宅地では、高齢化が進むとともに空き家になるケース
が多くなってきていることから、空き家対策として、地域コミュニティの
活性化を目的にモデル地区（萩の台住宅地）で意見交換を定期的に

学識経験者
市民

【参画】意見交換会 126千円

131 建築課 生駒市開発事業審議会
開発事業について良好な年環境の形成と、秩序あるまちづくりを実現
するため、必要な調査・研究を行い、良好な近隣関係の形成がなされ
ているか、計画が秩序あるまちづくりであるかを審議する。

市議会議員
学識経験者

【参画】附属機関、懇談会の設
置等

平成25年度は実施無

132 建築課 生駒市建築審査会

建築基準法の規定により、建築主事を置く市町村に設置義務があり、
主な事務は、建築基準法の規定に基づき特定行政庁が許可をする場
合の同審査会同意、または、建築主事及び特定行政庁の処分や不
作為についての審査請求に対する裁決を行う。

学識経験者
【参画】附属機関、懇談会の設
置等

210千円

133 地域整備課 生駒駅前にぎわい創出事業
生駒駅周辺中心市街地における持続可能なにぎわいを創出するため
の方策について検討を行う。

市民 【参画】ワークショップ 4,200千円

134 公園管理課 都市公園等の維持管理
公園・緑地等の維持管理業務（清掃、草刈、不法投棄の通報、遊具
の点検、グラウンド整備等）を地元自治会等が中心となり行う。

自治会、マンション
管理組合など９１団
体

【協働】委託契約に基づく協働 25,318千円
高齢化等により、委託業
務の実施が困難になって
きている団体がある。

135 公園管理課
生駒山麓公園・ふれあいセンターの管理
運営

生駒山麓公園及びふれあいセンターの管理運営（施設の維持管理、
利用受付等）を市との協定に基づき、指定管理者（民間事業者）に包
括的に代行させる。

大新東・ナック共同
体

【協働】指定管理者制度 180,219千円

136 教育指導課
生駒市地域ぐるみの児童生徒健全育成推
進事業

子どもの見守り活動としてパトロール、保護者や教師のための学習
会、その他各中学校での様々な取り組み

生駒市PTA協議会、
生駒警察署、生駒
市自治連合会、民
生・児童委員連合会
他多数の団体

【協働】実行委員会、協議会

137 スポーツ振興課 地区別体力つくり活動事業
生駒市自治連合会が地区別（小学校単位で事業でも可）に実施する
スポーツ活動事業
資金的支援

生駒市自治連合会
【協働】補助金交付等による協
働

2,484千円

138 スポーツ振興課 市民体育大会
２６競技による体育大会
生駒市体育協会との協働事業の推進

一般財団法人生駒
市体育協会

【協働】共催、実行委員会、協
議会による協働

指定管理の範囲内の事業
として実施

139 スポーツ振興課 生駒市民体育祭
子ども対抗・自治会対抗・小学校区対抗競技大会
生駒市体育協会、生駒市自治連合会との協働事業の推進

市民、生駒市自治
連合会、一般財団
法人生駒市体育協

【協働】事業協力による協働
指定管理の範囲内の事業
として実施



参画と協働の事務事業調査表【平成25年度】

140 スポーツ振興課 生駒市スポーツ推進審議会
本市のスポーツ振興を目的にスポーツに関する問題について調査審
議する機関

スポーツに関する有
識者

【参画】附属機関、懇談会の設
置等

410千円

141 スポーツ振興課 生駒市スポーツ推進委員
市民のスポーツの実技指導や活動促進等、市民のスポーツ振興に指
導助言を行う。

市民、関係団体員
【参画】附属機関、懇談会の設
置等

1,186千円

142 スポーツ振興課 体育協会運営・育成事業
生駒市体育協会の健全な運営、育成を図り、加盟団体のスポーツ活
動の強化及び活性化を図るための事業に必要な経費の一部を補助

一般財団法人生駒
市体育協会

【協働】補助金交付等による協
働

2,620千円

143 スポーツ振興課 県民体育大会選手派遣事業
本市で予選等で決定した参加選手を、市選手団として県民体育大会
へ派遣する業務で、その大会参加の準備運営等

一般財団法人生駒
市体育協会

【協働】委託契約に基づく協働 1,250千円

144 スポーツ振興課
各種スポーツ事業
（ファミリースポーツの集い・体育館無料開
放事業・小学生長距離走記録会）

ファミリースポーツの集いは、軽スポーツを中心としたスポーツ・レクリ
エーション活動の実践の場の提供。
また、体育館無料開放や長距離走記録会は青少年を対象とした事業
であり、健全育成や子どもの体力低下傾向に歯止めをかけるため運
動に親しめる機会とする。

一般財団法人生駒
市体育協会、生駒
市体育指導委員、
生駒市スポーツボラ
ンティア

【協働】事業協力による協働 515千円

体育館無料開放事業は、
指定管理の範囲内の事業
として実施のため、左記
事業費には含まれていな
い

145 スポーツ振興課 各体育施設管理運営
市内各体育施設の管理運営 一般財団法人生駒

市体育協会
【協働】指定管理者制度 172,500千円

平成２２年度から指定管
理者が変更

146 スポーツ振興課 生駒ふれあい市民マラソン
高山サイエンスタウンを周辺道路で開催する各種目別マラソン大会
マラソン組織委員会との協働事業の推進

生駒ふれあい市民
マラソン組織委員会

【協働】共催、実行委員会、協
議会による協働

170千円 平成２２年度から予算要求

147 スポーツ振興課
スポーツ教室 ２０競技のスポーツの教室 一般財団法人生駒

市体育協会
【協働】事業協力による協働

指定管理の範囲内の事業
として実施

148 スポーツ振興課 生駒山スカイウオーク

生駒市のシンボルである生駒山において、誰でも手軽に取り組める
ウオーキングを行うことにより、自然に親しみながらの体力づくりを図
り、また故郷を愛する心を育むことを目的として開催するウォーキング
イベント。

一般財団法人生駒
市体育協会、財団
法人大阪府みどり
公社、近畿日本鉄
道㈱、近鉄レジャー
サービス㈱、個人ボ

【協働】委託契約に基づく協働 1,900千円

149 スポーツ振興課 総合型地域スポーツ推進事業

生駒市スポーツ振興基本計画の最重要施策であり、「だれでも、何で
も、どんなレベルでも」と、気軽に生涯に亘り初心者から競技者までが
スポーツ活動を行うことができ、スポーツによって地域の絆の再構
築、また地域の活性化が期待できる「総合型地域スポーツクラブ」を
推進する。

市内の総合型地域
スポーツクラブ及び
市内で総合型地域
スポーツクラブの設
立を検討している団

【協働】事業協力による協働 予算措置なし

150 スポーツ振興課 総合型地域スポーツ設立支援事業

「だれでも、何でも、どんなレベルでも」と、気軽に生涯に亘り初心者
から競技者までがスポーツ活動を行うことができ、スポーツによって
地域の絆の再構築、また地域の活性化が期待できるものが「総合型
地域スポーツクラブ」である。
今後、より身近な地域でスポーツ活動に親しんでいただくため、小学
校区に１つ以上設立することが望ましいとされていることから、独立行
政法人日本スポーツ振興センターのスポーツ振興くじ助成金を活用
し、生駒市スポーツ振興基本計画の最重要施策である総合型地域ス
ポーツクラブの設立を支援することを目的としている。

市内の総合型地域
スポーツクラブの設
立準備団体

【協働】補助金交付等による協
働

平成２６年度から予算要
求
（1,080千円）

151 図書館
図書館主催行事への協働、図書館との共
催行事開催

図書館のおはなし会や絵本の会及び学校等への出前授業（おはなし
会、ブックトーク等）への協働、子ども読書の日記念行事、スライドトー
ク等の共催・協力、後進の育成,大人もいっしょのおはなし大会、児童
文学講座等の共催

生駒おはなしの会 【協働】事業協力による協働 450千円

152 子どもに語るおはなし講座
おはなしの語り手を育成する初心者を対象とした講座開催。終了生
の有志は「生駒おはなしの会」の会員となって、協働していただいてい

市民 【参画】講座等 0千円

153 図書館 経験者のためのおはなし勉強会
おはなしの語り手を育成する初心者を対象とした図書館主催講座を
修了した方と、「生駒おはなしの会」会員や職員を交えた勉強会開催

生駒おはなしの会、
市民

【参画】講座等 30千円

154 図書館
学校等の読書活動ボランティアへの講習
会

幼稚園、学校、育児支援ボランティア、育児サークル等への絵本の選
び方、読み聞かせ方、図書の修理等の講習会開催

読書活動ボランティ
ア

【参画】講座等 0千円

155 図書館
本いっぱいどきどきわくわくサマーフェス
ティバル

絵本作家はたこうしろう氏を招いての絵画ワークショップやスライド
トーク、文庫の紹介コーナー、本の展示・貸出コーナー等を組み合わ
せたフェスティバル開催。

生駒市子どもの本
連絡会

【協働】共催、実行委員会によ
る協働による協働

170千円

156 図書館 奈良昔ばなし大学
日本の昔話やグリム童話をもとに昔話の理論や実践の基礎を学び、
子どものための昔話絵本や再話のよしあしを見分ける目と耳を養う。

奈良昔ばなし大学
実行委員会

【協働】共催、実行委員会によ
る協働による協働

0千円

157 図書館 ビブリオバトルｉｎいこま
「ビブリオバトルｉｎいこま」の開催

生駒ビブリオ倶楽部
【協働】共催、実行委員会によ
る協働による協働

29千円

158 予防課 防火啓発推進事業
市民を対象とした火災予防運動中の街頭防火広報（鼓笛演奏）をはじ
め、防火夜回り、防火餅つき等、消防の協力機関として地域の火災予
防普及活動を実施。

少年消防クラブ 【協働】事業協力による協働 １１万円

159 予防課 防火啓発推進事業
消防出初式に参加し、防火演技の披露や防火広報活動への協力、
園内での防火啓発活動実施。

幼年消防クラブ 【協働】事業協力による協働 １２万円



【第２章 基本原則】 
 
 

条 文 解 説 
第６条 本市のまちづくりは、性別や年齢、国籍などにかかわらず、市民一人ひとりの人権が保障され、その個性

及び能力が十分発揮されることを原則に推進されなければならない。 
【解説】 
参画と協働のまちづくりを進めるに当たっては、誰もが個人として基本的な人権が尊重され、自らの個性と能力

が十分発揮できることが必要であることを定めています。これには、部落差別、障がい者差別などいわれのない人

権侵害についての課題の解決に向けた取組を含んでいます。 
 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第６条（人権の尊

重） 
■人権相談 
 人権擁護委員と連携し、市において毎月人権相談を実

施している。 
■人権啓発事業 
 広報紙、ホームページ等により人権問題についての啓

発活動を行うとともに、「人権を確かめあう日」記念市

民集会や差別をなくす市民集会等、市民が主体的に参加

できる催しの開催により、人権意識の高揚を図ってい

る。 
■人権教育事業 
 自治会別に人権教育地区別懇談会を行うとともに、事

業者が行う人権についての職場研修や学校の保護者会

研修等に講師を派遣し、人権教育の推進を図っている。 
 

人権問題は多岐に渡っており、昨今ではインターネッ

トを悪用した人権侵害やプライバシーの侵害などに関す

る新たな問題も起こっている。 

 今後も市民一人ひとりが人権意識を高めるためには、

効果的な人権教育・啓発を行っていくとともに、人権侵

害の潜在化に対する状況把握と、迅速な対応ができる体

制を整備していくことが必要となっている。 

 

 

 

参画と協働のまちづくりを進めるに

当たっては、誰もが個人として基本的な

人権が尊重され、自らの個性と能力が十

分発揮できることが必要であることを

定めています。これには、部落差別、障

がい者差別などいわれのないあらゆる

人権侵害についての課題の解決に向け

た取組を含んでいます。 
 

・何故、基本的な人権を省かれるのでしょうか？ 
また、「部落差別、障がい者差別などいわれのない」

を省きあらゆる人権侵害についての課題の解決にむ

けた…となっていますが、あらゆる人権侵害で判り

やすいのでしょうか？ 
 
・まちづくりの中で、地域で６条の担当は何処なの

でしょうか？自治会で民生委員だけでは、手薄で児

童委員も含め増員も必要では。 

 



【第３章 市民の権利と責務】 
 

条 文 解 説 
第７条 市民は、まちづくりの主体であり、まちづくりに参画する権利を有する。 
２ 市民は、まちづくりの活動への参加又は不参加を理由として差別的な取扱いを受けない。 

【解説】 
＜第１項＞ 
「住民自治」を確立し、参画と協働のまちづくりを推進するため、まちづくりの主体は市民であり、すべての市

民はまちづくりに参画する権利があることを規定しています。また、参画する権利は、「生駒市パブリックコメント

手続条例」、「附属機関等及び懇談会等の取扱いに関する指針」や同指針に基づく「附属機関及び懇談会等の会議の

公開に関する基準」などによって現在保障されていますが、市民は、さまざまなまちづくりに参画する権利を有し

ています。 
＜第２項＞ 
市民がまちづくりに参画しないことを理由に不利益を受けることがないことを規定しています。 

 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第７条（まちづく

り参画の権利） 
【市民の権利と責務の項目】  特になし ・市民はまちづくりに参画する権利を有していると

謳いながら、そのための行政の姿勢、取り組みが十

分とは言えない。何が足りないかは本検証において

様々に意見が出されており、これに基づき全庁的に

今後の取り組みを検討する必要がある。 
 



【第３章 市民の権利と責務】 
 

条 文 解 説 
第８条 ２０歳未満の青少年及び子どもは、それぞれの年齢に応じてまちづくりに参画する権利を有する。 【解説】 

２０歳未満の青少年及び子どもにもその年齢に応じたまちづくり参画の形態が必要であり、その意見は市の貴重

な財産となることから、こうした子どもたちの参画の権利を保障する規定です。 
 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第８条（２０歳未

満の市民のまちづ

くりに参画する権

利） 

【市民の権利と責務の項目】   ・この項目では、具体的な運営の取り組み状況、あ

るいは進捗状況が必要ではないでしょうか？ 
 
・青少年がまちづくりに参画する権利を謳いながら、

その意識を醸成する、あるいは意見を聴取する具体

的な取り組みが準備できていないのではないか。 
 
・２０歳未満の青少年及び子どもがまちづくりに参

画する具体的な取り組みはあるか？ 
 



【第３章 市民の権利と責務】 
 

条 文 解 説 
第９条 市民は、自らがまちづくりの主体であることを自覚するとともに、互いの活動を尊重し、認め合いながら

自らの発言と行動に責任を持って積極的にまちづくりに参画するよう努めなければならない。 
２ 市民は、まちづくりへの参画に当たっては、公共の福祉、将来世代、地域の発展及び環境の保全に配慮しなけ

ればならない。 

【解説】 
＜第１項＞ 
まちづくりに参画する市民の責務として、まちづくりの主体であることの自覚とともに、自らの発言と行動に責

任を持つことが、自治を育てる重要な要件となるため規定しています。 
＜第２項＞ 
また、公共の福祉、将来世代、地域の発展及び環境の保全に配慮すべきこともまちづくり参画に当たっての市民

の責務としています。 
 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第９条（まちづく

り参画における市

民の責務） 

【市民の権利と責務の項目】  特になし 特になし 

 



【第１章 総則】 
 

条 文 解 説 
第１条 この条例は、生駒市における自治の基本理念と主権者である市民の権利を明らかにするとともに、市民及

び市の果たすべき役割や市政運営の仕組みを定めることにより、地方自治の本旨に基づく自治を実現し、自立し

た地域社会を創造することを目的とする。 

【解説】 
条例の目的を地方自治の本旨に基づく自治の実現と自立した地域社会の創造としています。「地方自治の本旨」と

は、憲法で定められている地方自治のあるべき姿のことで、住民自治（その地方の住民の意思と責任において自治

が行われること）と団体自治（国から独立した団体として、その団体の権限と責任において自治が行われること）

の２つからなるとされています。 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第１条（目的）   特になし 特になし 

 



【第１章 総則】 

 

条 文 解 説 
第２条 この条例において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 
(1) 市民 市内に居住する者並びに市内で働く者、学ぶ者、活動するもの及び事業を営むものをいう。 
(2) 市 市議会及び市の執行機関を含めた地方公共団体をいう。 
(3) 執行機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、監査委員、公平委員会、農業委員会、固定資産評価審査委員会及び水道

事業管理者をいう。 
(4) 参画 市の施策や事業等の計画、実施及び評価等まちづくりの過程に、市民が主体的にかかわることをいう。 
(5) 協働 市民と市又は市民と市民とが、それぞれの役割と責任を担いながら、対等の立場で、相互に補完し、協力すること

をいう。 
(6) まちづくり 住みよい豊かな地域社会をつくるための取組をいう。 

【解説】 
「市民」とは、地方自治法上の「住民」（市内に住所を有する人で、外国人市民や法人も含みます｡）のほか、市内に勤務している

人や市内に通学している人、市内で市民活動や事業活動などを行っている個人や団体としています。市民の範囲を広げて定義して

いるのは、地域社会における課題の解決やまちづくりの推進のためには、生駒市に関係する幅広い人々が協力しあう必要があると

の認識に基づくものです。また、「者」は個人を意味し、「もの」は個人のほか団体、企業等を含んでいます。 
＜第２号＞ 
「市」とは、普通地方公共団体の市議会及び市の執行機関です。 

＜第３号＞ 
「執行機関」とは、市長のほか、地方自治法第１８０条の５の規定により、地方公共団体に置かなければならない教育委員会等の

委員会及び委員のことです。なお、水道事業管理者については、地方自治法に規定する執行機関ではないですが、地方公営企業法

の規定によって、独立した権限を与えられており、独自の判断により責任ある行政運営を行うべき立場にあることから、執行機関

に含めることとしています。 
《既存の法律など》 
【地方自治法】 
（委員会及び委員の設置・委員の兼業禁止等） 
第１８０条の５ 執行機関として法律の定めるところにより普通地方公共団体に置かなければならない委員会及び委員は、左の
通りである。 
(1) 教育委員会  
(2) 選挙管理委員会 
(3) 人事委員会又は人事委員会を置かない普通地方公共団体にあっては公平委員会 
(4) 監査委員 
３ 第１項に掲げるものの外、執行機関として法律の定めるところにより市町村に置かなければならない委員会は、左の通りで
ある。 
(1) 農業委員会 
(2) 固定資産評価審査委員会 
【地方公営企業法】 
（管理者の地位及び権限）  
第８条 管理者は、次に掲げる事項を除くほか、地方公営企業の業務を執行し、当該業務の執行に関し当該地方公共団体を代表
する。ただし、法令に特別の定めがある場合は、この限りでない。 
(1) 予算を調製すること。 
(2) 地方公共団体の議会の議決を経るべき事件につきその議案を提出すること。 
(3) 決算を監査委員の審査及び議会の認定に付すること。 
(4) 地方自治法第１４条第３項並びに第２２８条第２項及び第３項に規定する過料を科すること。 

＜第４号＞ 
「参画」とは、「市の施策や事業等の計画、実施及び評価の各過程で、責任を持って主体的にまちづくりにかかわること」をい

います。「参画」は、単なる参加ではなく、意思形成に加わることで、責任ある行動が求められるという意味も含んでいます。こ

れは、参画の原則である「情報共有」、「信頼・連帯」、「学習」、「相互理解」、「協働」、「判断・選択」、「効率・効果」というキーワ

ードに基づくものです。 
＜第５号＞ 

「協働」とは、まちづくりの主体である市民と市、市民同士が、それぞれの責任と役割分担に基づいて、お互いの立場や特性を

生かし、尊重しながらよりよいまちづくりに協力し合うことをいいます。このことは協働の原則である(1)自主自立・対等、(2)相
互理解・目的共有、(3)公平・公正・公開という考え方を基本としています。 

＜第６号＞ 
一般に「まちづくり」には、道路や河川、下水道などの都市基盤の整備や福祉や教育、環境などのさまざまな事業や活動があり

ますが、この条例では、「住みよい豊かな地域社会」をつくるための事業や活動を「まちづくり」としています。 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第２条（定義）   特になし 特になし 

 



【第１章 総則】 
 

条 文 解 説 
第３条 この条例は、生駒市におけるまちづくりの最高規範であり、市は、他の条例等の制定改廃に当たっては、

この条例を尊重し、整合を図らなければならない。 
【解説】 
この自治基本条例が、生駒市の最高規範であることを規定しています。最高規範を謳うことから、一般的に自治

基本条例は自治体の憲法といわれています。市は、この条例の趣旨に則って市政運営を行うとともに、他の条例・

規則の制定改廃に当たっても、この条例の趣旨を尊重することを規定しています。 
 

条文 主な取り組み状況 取り組みにおける課題・問題点等 条文・条文解説で変更すべき箇所 市民自治推進委員意見 

第３条（最高規範） ■条文の規定に基づき、各課において対応。  特になし 以前、条例等の体系化の図（縦軸：生駒市自治基本

条例、横軸：総合計画と書いたチャート図）が事例

としてあれば非常に判りやすいのですが。 
 
 
 
 
 
 



 
 
 

 
 

 

参画と協働の指針／附属機関及び懇談会等の取扱いに関する指針／附属機関及び懇談会等の参加者の公募に関する基準／附属機

関及び懇談会等の会議の公開に関する基準／市民政策提案制度実施要綱／審議会等の公募市民無作為抽出型登録制度実施要

綱 

行政手続条例／パブリックコメント手続条例／市民投票条

例／市民が選択する市民活動に対する支援に関する条例／

情報公開条例 

市民参画 

参画と協働の指針／各種団体への補助金交付要綱 (ex)自治振興補助金交付要綱／いこまどんどこまつり実行委員会補助金交付要

綱・市民憲章実践推進協議会補助金交付要綱／地域まちづくり活動支援事業補助金交付要綱等 
協働推進 

都市計画マスタープラン／中高層建築物並びに集合住宅に関する指導要綱／宅地等開発行為に関する指導要綱／屋外広告物規則

／生垣設置に関する助成金交付要綱／景観計画／緑の基本計画／景観形成基本計画／耐震化改修促進計画／地域住宅計画／既存

住宅簡易耐震診断補助金交付要綱／既存住宅耐震改修工事補助金交付要綱／特殊建築物等耐震診断補助金交付要綱／スマートコ

ミュニティ推進奨励金交付要綱／地域公共交通総合連携計画／まちづくりガイドブック 

建築協定に関する条例／地区計画区域内建築物の制限に

関する条例／ラブホテル及びぱちんこ屋等建築等規制条

例／地区計画等の案の作成手続に関する条例／開発事業

の適正化に関する条例／みどりの基金条例／下水道条例

／安全で住みよいまちづくりに関する条例／消費者保護

条例／空き家等の適正管理に関する条例 
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生活保護法施行細則／児童手当の支払に関する規則／児童扶養手当の支払に関する規則／健康いこま21計画／ 
食育推進計画／ハートフルプラン(次世代育成支援行動計画、地域福祉計画、介護保険事業計画、高齢者保健福祉計画、障がい者

福祉計画)／災害時要援護者避難支援プラン／病院事業計画 

介護保険条例／乳幼児医療費助成条例／母子医療費助成

条例／国民健康保険税条例／立保育所条例／老人医療費

助成条例／心身障害者医療費助成条例／後期高齢者医療

に関する条例 
福 祉 

国際化基本指針／人権施策に関する基本計画／男女共同参画行動計画／男女共同参画都市宣言／地対財特法期限後の同和施策に

関する提言 人権擁護に関する条例／男女共同参画推進条例 人権・国際 

生涯学習推進基本方針／子ども読書活動推進計画／フィールドミュージアム／スポーツ振興基本計画／社会教育施設使用料等見

直しに関する提言／社会教育施設等使用料減免に関する提言／学校給食センター更新基本計画 文化財保護条例 

教 育 

(生涯学習・文化振興・

青少年育成) 

地域防災計画／地震対策アクションプログラム／水防計画／耐震化改修促進計画／国民保護計画／既存住宅簡易耐震診断補助金

交付要綱／既存住宅耐震改修工事補助金交付要綱／特殊建築物等耐震診断補助金交付要綱 
火災予防条例 防 災 

企業誘致立案プロジェクトの提言／中小企業特別小口融資規則／農業ビジョン 産業振興 

情報セキュリティに関する規則／情報セキュリティ対策基準／市立学校・幼稚園における個人情報保護ガイドライン 政治倫理条例／個人情報保護条例／法令遵守推進条例 情 報 

（情報公開条例） 

行政改革大綱・アクションプラン／定員適正化計画／人材育成基本方針／特定事業主行動計画／予算規則／中期財政計画／財政健

全化計画／水道経営健全化計画／下水道事業経営健全化計画／随意契約ガイドライン／補助金等交付規則 
行政組織条例／財政状況の公表に関する条例／税条例／

ふるさと生駒応援基金条例／手数料条例／監査委員条例 
市政運営 

(税・財務) 

規則・要綱・計画等 更に分野別を細かくして具体的なルールを定める条例 分野別 

環境基本計画／一般廃棄物(ごみ)処理基本計画／生活排水処理基本計画／緑の基本計画／狂犬病予防法施行細則／ごみ半減プラン

／生駒市エネルギービジョン／効率的な汚水処理施設整備基本計画／水道ビジョン 
まちをきれいにする条例／廃棄物の処理及び清掃に関する

条例／違法駐車等防止条例 
環 境 

（環境基本条例） 

 総 合 計 画 




